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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

流域治水関係施策について（鉄道関係）
中部運輸局鉄道部

●浸水対策事業
地下駅出入口、トンネル坑口、換気口等の開口部及びトンネル内におい
て、止水板、防水扉、浸水防止機、電気設備等の浸水対策の整備に要す
る経費の一部を補助。

・補助率 ： 補助対象経費の１／３以内
・補助対象事業者 ： 鉄軌道事業者（JR本州3社を除く）

【鉄道施設総合安全対策事業費補助】
１．老朽化対策事業
２．耐震対策事業

３．浸水対策事業
４．踏切保安設備整備事業
５．鉄道軌道安全輸送設備等整備事業

６．豪雨対策事業
７．ホームドア整備事業

〔補助の目的〕

鉄道施設の安全対策に要する経費の一部を国が補
助することにより、列車の安全輸送及び安定輸送並
びに鉄道利用者の安全確保を図るとともに発災時に
おける緊急応急活動の機能を確保することを目的と
する。

〔予算額〕
令和2年度第3次補正予算額：5，960百万円の内数

令和3年度予算額：4，308百万円の内数

トンネル防水ゲート地下駅出入口 止水板

●豪雨対策事業
鉄道河川橋りょう、鉄道に隣接する斜面の整備等に要する経費の一部を補助。

１．鉄道河川橋りょうにおいては、洗堀防止工や異常検知システム設置等
２．鉄道に隣接する斜面においては、斜面からの土砂の流入防止等

・補助率 ： 補助対象経費の１／３以内

・補助対象事業者 ： 鉄軌道事業者（JR本州3社を除く）

電気設備の浸水対策 踏切保安設備（電源装置）の基礎嵩上 鉄道に隣接する斜面 法面補強工

嵩上

鉄道河川橋りょう 橋桁の補強補修工

橋桁補強工

モルタル吹付工
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

平成３０年度より実施している、 「防

災・減災、国土強靱化のための３か年緊

急対策」 に引き続き、取組の更なる加

速化・深化を図るため、激甚化する風水

害や巨大地震等への対策、予防保全に

向けた老朽化対策の加速等を柱とする

「防災・減災、国土強靱化のための５か

年加速化対策」が令和２年１２月にとり

まとめられた。

鉄道分野においては、次の５項目の

対策について、令和３年度から令和７年

度までの間に集中的に実施する。

参考 ： 緊急対策としての支援について参考 ： 緊急対策としての支援について

① 鉄道河川橋梁の流失 ・ 傾斜対策 ② 鉄道隣接斜面からの土砂流入防止対策

③ 地下駅 ・ 電源設備等の浸水対策
④ 地震による 落橋 ・ 桁ずれ、高架橋等の

倒壊 ・ 損傷対策

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

⑤ 予防保全に基づいた鉄道施設の老朽化対策

中部運輸局鉄道部
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お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

自然生態系を基盤とする防災減災推進費

事業イメージ

請負事業

生態系を活用した気候変動への適応や防災・減災等の手法は、地域社会におい

て自然環境と経済及び社会の統合的向上を図る重要な手段である。

令和元年東日本台風の被災地では、例えばラムサール条約湿地である渡良瀬遊

水地で貯水機能が発揮され、首都圏の洪水被害防止に貢献するなど、生態系が有

する防災・減災の機能に注目が集まっている。本事業では、かつての氾濫原や湿

地を再生し、流域全体での遊水機能を強化することによる防災・減災の手法につ

いてその有効性を検証し、地域における実装を進める。

〔事業内容〕

①事例調査による社会実装の現状と課題の分析（台風災害の復興段階における生

態系の保全・活用状況調査）、②広域の生態系機能ポテンシャルマップ（旧湿

地・氾濫原を湿地・氾濫原等に戻した場合の保水力や生物多様性保全効果の評

価）の作成、③R2年度の調査実施流域における実装に向けた合意形成促進・計画

策定支援、④技術的な情報をまとめた手引きの策定と情報発信

以下の取組により、流域全体での遊水機能強化による防災・減災対策の社会への実装を図る。

①流域単位での自然生態系が持つ防災・減災機能を検証し、その活用に向けた具体的方策を提示する。

②生態系機能ポテンシャルマップ等、流域単位での防災・減災と地域の生態系保全を念頭においた自然調和型の地域づ

くりに資する材料を提供する。

流域の遊水機能を強化するなど、自然生態系を基盤とした気候変動への適応や防災・減災を進めます。

【令和３年度予算額 80百万円（80百万円）】

民間事業者・団体／研究機関等

令和２年度～4年度（予定）

環境省 自然環境局 自然環境計画課 生物多様性戦略推進室 電話：０３－５５２１－８２７３

■請負先

年度 事業概要

R3

・事例調査・実装にかかる分析
・広域ポテンシャルマップの作成
・合意形成促進 ・技術的手引きの作成

R４
・広域ポテンシャルマップの作成
・合意形成促進 ・技術的手引きの作成

国土交通省関東地方整備局

利根川上流河川事務所

台風災害の復興段階における

生態系を基盤とした取組の調査・分析

手引きの作成・情報発信による各種計画への位置づけ

R2調査地における合意形成促進・計画策定支援

広域を対象に生態系機能ポ

テンシャルマップの作成

生態系を基盤とする防災・減災の実装
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自然生態系を基盤とする防災減災推進費の概要

①令和元年東日本台風災害を受けた場所を中心に地域を選定。

②生態系機能が
流域全体での
防災・減災に
貢献した
事例調査

③各種情報の重ね合わせ
・地形図・地質図
・既存のハザードマップ
・古地図（旧湿地・氾濫原等）
・生物多様性情報

④旧河川・旧湿地・旧氾濫原など
・防災効果の発揮が期待される場所、希少動植物の生息適地などを抽出

⑤生物多様性地域戦略などの保全計画や、地域づくり・国土強靱化地域計画・流域
防災等の計画・構想へのインプット・提言（関係省庁と連携）。

⑥将来的に、自然と調和し災害に強い地域づくり・街づくりに貢献。

かつての地形

生物多様性情報
・ハザード情報
を重ね合わせ

イメー
ジ

イメー
ジ

• 令和元年東日本台風災害等において、「自然生態系の機能」が防災・減災に貢献した事例調査とその要因分析。

• かつての氾濫原や湿地等の再生による流域全体での遊水機能等の強化に向けた生態系機能ポテンシャルマップの作成。

国土交通省関東地方整備局

利根川上流河川事務所

【令和２年度予算額８０百万円】

事業の目的
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2

気候変動適応における広域アクションプラン策定事業 概要

地域事業（全７ブロック）

気候変動適応広域協議会の開催・運営
分科会立ち上げ及び運営（各ブロック2~3課題）、必要な調査等の実施
関係者の連携による適応策（アクションプラン）の検討・策定

気候変動適応に関する普及啓発活動

全国事業

気候変動適応全国大会（年1回、いずれかの地方都市）の開催
連絡会議（年２回 関係者による進捗会議）
全国事業アドバイザーによる、各地域事業への助言等

気候変動影響予測手法の類型化、及び適応オプションのとりまとめ
地域気候変動適応計画策定マニュアル改定（令和４年度目途）

気候変動適応法に基づく広域協議会に、分科会（２～３分科会/ブロック）を設け、気候変動適応に

おいて、県境を越えた適応課題等関係者の連携が必要な課題や共通の課題等について検討。ア
クションプランを策定し、各地域ブロックにおける構成員の連携による適応策の実施や、地域気候
変動適応計画への組込みを目指す。

環境省 気候変動適応における広域アクションプラン策定事業
令和２～４年度（予定） ７地域＋全国の全８事業
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3

分科会テーマ（令和３年２月現在）

気候変動適応における広域アクションプラン策定事業

地
域

テーマ名 分野 名称

北
海
道

釧路湿原等のEco-DRR機能の保
全

自然災
害

Eco-DRR分科会

気候変動による降水の変化等に伴
う北海道内の事業活動への適応

産業・
経済活
動

事業活動分科会

東
北

降雪パターンの変化による水資源
管理と利用可能性 の変化への適
応

水資源 雪分科会

海水温の上昇による来遊種・地先
生息種の組成及び地域資源量の
変化への適応

農林水
産業

水産分科会

気候変動に伴う生物季節の変化に
かかる国民生活の適応

自然生
態系

生物季節分科会

関
東

夏期の気温上昇による熱中症対
策

健康 暑熱対策分科会

地域特性に応じた減災としての適
応

自然災
害

災害対策分科会

地域の脆弱性の再整理を通した市
町村等の適応

その他
地域適応策検討分
科会※

中
部

気候変動による自然環境・生物へ
の影響への対策

自然生
態系

自然生態系への影
響分科会

気候変動下における持続可能な流
域での水資源管理方法の検討

水資源
流域圏での水資源
管理分科会

地域での脆弱性・リスクの総点検を
通した広域連携の推進

その他
地域での脆弱性・リ
スク分科会※

地
域

テーマ名 分野 名称

近
畿

熱ストレス増大により都市生活で必要と
なる暑熱対策

健康 暑熱対策分科会

茶栽培における気候変動影響への適応
農林水
産業

お茶対策分科会

局地的大雨による市街地水災リスク増
大への適応

自然災
害

ゲリラ豪雨対策分
科会

中
国
四
国

山地・森林等の植生及びニホンジカ等の
生態系における気候変動影響への適応

自然生
態系

山林の植生・シカ
等の生態系分科
会

海水温の上昇等による太平洋沿岸域
の海洋生態系の変化への適応

自然生
態系

太平洋の沿岸生
態系分科会

瀬戸内海及び日本海の漁業等、地域
産業における気候変動影響への適応

農林水
産業

瀬戸内海・日本海
の地域産業分科
会

九
州
・
沖
縄

台風等による河川流域における豪雨災
害に対する環境分野からのアプローチ

自然災
害

災害対策分科会

高齢者等の熱中症の予防や重症化防
止に資する暑熱対策

健康 暑熱対策分科会

沿岸域の生態系サービスにおける気候
変動影響への適応

自然生
態系

生態系分科会
(沿岸域)

※地域適応策検討分科会（関東）、地域での脆弱性・リスク分科会（中部）
はアクションプランの策定は実施しない
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災害廃棄物中部ブロック広域連携計画における応急対応時の手順の概要版

 中部ブロック（※下図）において広域連携が必要となった場合に備え、中部圏知事会において締結されて
いる「災害時等の応援に関する協定 実施細則（防災）」と整合を図り、発災前、災害応急対応時、
災害復旧・復興時、対応完了後の災害廃棄物対策に関する広域連携手順のモデルを示すために策
定。

 大規模災害時廃棄物対策中部ブロック協議会構成員の合意に基づき策定した計画であり、本計画に
基づき、各主体は相互扶助の精神で可能な範囲で県域を越えた連携を行うものとする。

 なお、本計画は大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動計画に位置づけられる。

１．災害廃棄物中部ブロック広域連携計画の目的･概要

図 中部ブロックの範囲

表 被災県市と主たる応援県市の一覧表
「災害時等の応援に関する協定 実施細則（防災）（別表１）」

○ 市町村は、自地域内の被害状況・災害廃棄物発生量・仮置場等に係る情報を県に報告する。

⃞ 県は、県内市町村からの報告内容を集約し、集約した内容を中部地方環境事務所に報告する。
※発災後は被害状況が逐次更新されるため、報告の際は時点情報を必ず明記する。

①被害状況等の共有 【全県共通】

下記９県の範囲

• 富山県

• 石川県

• 福井県

• 長野県

• 岐阜県

• 静岡県

• 愛知県

• 三重県

• 滋賀県

◇ 中部地方環境事務所は、各県の被害状況等を集約し、定期的に各県を通じて中部ブロック管内の
被害状況等を中部ブロック内の自治体に提供する。

②被害状況等の集約･共有 【全県共通】

⃞ 応援県は、被災県からの要請を待つことなく、県内市町村･民間団体等に対して、
支援準備･緊急処理準備要請を行う。

○ 要請を受けた市町村・民間団体等は、可能な支援内容を県に報告する。

⃞ 応援県は、県内市町村等からの報告内容を集約し、県内で可能な支援について、
中部地方環境事務所に報告する。

③支援準備要請･緊急処理準備要請 【応援県･応援市町村】

○ 被災市町村は、自らのみでは対応が困難であると判断した場合、県に必要な支援について要請する。

⃞ 被災県は、県内市町村からの要請内容を精査・集約し、自県の支援要請内容も含め、左表の応援県
順位が最も高い県に対して、必要な支援について要請し、その内容を中部地方環境事務所に報告する。
※被災県は、集約して順次要請するなど支援要請･緊急処理要請全体に遅れが出ないよう留意する。

④支援要請･緊急処理要請 【被災県･被災市町村】

⃞ 「被災県市と主たる応援県市の一覧表」の応援県順位の最も高い県は、特段の事情が無い限り、
幹事支援県･幹事緊急処理県として被災県の支援を主導する。

⃞ 幹事支援県･幹事緊急処理県は、その旨を被災県と中部地方環境事務所に報告する。

⑤幹事支援県･幹事緊急処理県決定 【幹事支援県（幹事緊急処理県）･被災県】

⃞ 幹事支援県･幹事緊急処理県は、被災県と協議･調整した支援の割り振り結果と被災自治体の
要請内容を県内市町村･民間団体等に伝達する(必要に応じ支援県･緊急処理県にも伝達) 。

○ 連絡を受けた市町村・民間団体等は、それぞれの支援先となる被災市町村に直接連絡を入れ、
各種必要な調整・手配等を行った上で迅速に支援する。

⃞ 連絡を受けた支援県･緊急処理県は幹事支援県･幹事緊急処理県と連携して被災県を支援する。

⑦割り振り決定 【幹事支援県（幹事緊急処理県）･支援県（緊急処理県）･支援市町村】

⃞ 幹事支援県･幹事緊急処理県は、被災県と密に連絡を取り、どのように被災地支援を投入するか、被
災県の考え方･意図を確認し、支援の割り振り等を調整する(必要に応じ支援県･緊急処理県とも調
整)。

◇ 中部地方環境事務所は、割り振り調整に関して、適宜、技術的助言を行う。

⑥割り振り調整 【幹事支援県（幹事緊急処理県）･支援県（緊急処理県）･被災県】

大規模災害時廃棄物対策中部ブロック協議会 令和２年３月
２．災害廃棄物中部ブロック広域連携計画に基づく広域連携体制構築の流れ（発災～災害応急対応
時）

 災害廃棄物中部ブロック広域連携計画では、被災県への支援を主導する“幹事支援県（幹事緊急
処理県）”を位置付け、速やかに被災地支援を行えるような連携体制の構築を規定している。

 ここでは、災害廃棄物中部ブロック広域連携計画に基づく広域連携体制を構築するために、各自治体
が発災～災害応急対応時に対応すべき事項の要点を整理する（詳細については、災害廃棄物中部
ブロック広域連携計画を参照のこと。）。

図 広域連携体制構築の流れ（発災～災害応急対応時）

枠内の記号は下記を意味する
○：市町村又は民間団体，□：県，◇：中部地方環境事務所

被災県･被災市町村 応援県･応援市町村 中部地方環境事務所

①被害状況等の把握

③支援準備要請
緊急処理準備要請

様式1

①被害状況等の把握
様式1 ②被害状況等の集約･共有

④支援要請
緊急処理要請

⑤幹事支援県･
幹事緊急処理県決定

様式1

様式2-3,3-1
様式4-1,4-3,5-1

報告

報告

共有

共有

報告

要請

報告

報告

⑥割り振り調整
様式3-1
様式5-1

⑥割り振り調整

⑦割り振り決定

支援開始

様式3-2,3-3
様式5-2,5-3

様式3-1,3-2,3-3
様式5-1,5-2,5-3

報告報告

連絡

調整

報告

様式2-1,2-2,2-4
2-5,3-2

様式4-1,4-2,4-4
4-5,5-2
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受援自治体 人的支援 資機材支援

長野市 石川県、金沢市、豊田市、
豊橋市、岡崎市、名古屋市
岐阜市

名古屋市、四日市市、豊橋市、一宮市、豊田
市、
岡崎市、豊川市、瀬戸市、春日井市、鈴鹿市、
南伊勢町、田原市、石川県

佐久市 小松市、富山市 ─

飯山市 津市、加賀市 ─

小布施町 松阪市、能美市 ─

中部ブロック広域連携計画に基づく支援

（人的支援及び資機材支援）

令和元年10月16日～同年11月30日

支援自治体等：中部圏21県市町 延べ1,416人日

収集車両・重機延べ365台

6

中部ブロック広域連携計画に基づく支援
（令和元年東日本台風災害）

中部地方環境事務所の対応
発災当日から、長野県において現地支援チームとして、災害廃棄物処理実行計画の策定
支援や、処理体制の整備に関する業務を実施。36
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